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地震調査研究推進本部政策委員会 

第５８回調査観測計画部会議事要旨 

 

１．日時 平成２５年３月１３日（水） １０時００分～１２時００分 

 

２．場所 文部科学省 ３F２特別会議室 

    東京都千代田区霞が関３－２－２ 

 

３．議題 

   （１）平成２５年度に調査する重点的調査観測の対象活断層の選定について 

    （２）「新たな活断層調査について」の一部改訂について 

（３）調査観測計画の見直しについて 

（４）その他 

 

４．配付資料 

資料 計５８-(１)    調査観測計画部会構成員 

資料 計５８-(２)-１ 活断層の重点的調査観測の対象選定について 

資料 計５８-(２)-２ 重点的調査観測の候補 

資料 計５８-(２)-３ 中央構造線断層帯（金剛山地東縁－伊予灘）の長期評価 

資料 計５８-(３)-１ 九州地域の活断層の長期評価の概要 

資料 計５８-(３)-２ 「新たな活断層調査について」の一部改訂の主旨について 

資料 計５８-(３)-３ 新たな活断層調査について（改訂案） 

資料 計５８-(４)-１ 調査観測計画の概要について 

資料 計５８-(４)-２ 各調査観測の現状について 

資料 計５８-(４)-３ 調査観測計画の見直しの今後の進め方について 

 

参考 計５８-(１)   第５７回調査観測計画部会議事要旨 

参考 計５８-(２)  地震本部で進めている活断層調査について 

 

５．出席者 

部会長 平原 和朗 国立大学法人京都大学大学院理学研究科教授 

委員  青井   真 独立行政法人防災科学技術研究所観測・予測研究領域地        

震・火山防災研究ユニット地震・火山観測データセンター長 

今給黎哲郎 国土地理院測地観測センター長 

今泉 俊文 国立大学法人東北大学大学院理学研究科教授 
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     金田 義行 独立行政法人海洋研究開発機構地震津波・防災研究プロジェ

クトプロジェクトリーダー 

     齊藤  誠 気象庁地震火山部管理課地震情報企画官 

    （上垣内 修 気象庁地震火山部管理課長代理） 

     纐纈 一起 国立大学法人東京大学地震研究所教授 

     佐竹 健治 国立大学法人東京大学地震研究所教授 

     篠原 雅尚 国立大学法人東京大学地震研究所教授 

     高橋 浩晃 北海道大学大学院理学研究院准教授 

     松本 良浩 海上保安庁海洋情報部技術・国際課地震調査官 

       （仙石 新 海上保安庁海洋情報部技術・国際課長 代理） 

     佃  栄吉 独立行政法人産業技術総合研究所理事 

     長谷川 昭 国立大学法人東北大学名誉教授 

     久田 嘉章 工学院大学教授 

     平田  直 国立大学法人東京大学地震研究所教授 

 

事務局 鬼澤 佳弘 大臣官房審議官（研究開発局担当） 

     寺田 博幹  研究開発局地震・防災研究課課長 

     吉田 康宏  研究開発局地震・防災研究課地震調査管理官 

     矢来 博司  研究開発局地震・防災研究課地震調査研究企画官 

     迫田 健吉  研究開発局地震・防災研究課課長補佐 

     久保 剛太 研究開発局地震・防災研究課地震調査官 

        森田 裕一  文部科学省科学官 

     吉本 和生 文部科学省学術調査官 

 

６．議事概要 

（１）平成２５年度に調査する重点的調査観測の対象活断層の選定について 

  資料 計 58－（2）-1、2、3 に基づき事務局より説明。主な意見は以下の通り。 

 

今泉委員：将来的には地域評価ということで近畿地方をまとめて評価することにな

るが、この断層と周辺の関連する断層がどのような関わりがあるのかについて

も踏まえる必要がある。中央構造線自体は、本来もっと東へ真っすぐ延びてい

って、地質構造的にはここで曲がる理由はない。今の新しい第四紀の応力場で

こういう方向で南北に延びているから、多分、MTL がそのままつながるという

評価になっていたはず。もし単独でここだけ逆断層として動くならば、奈良盆

地東縁断層とか上町断層とか、そういう周辺の逆断層とどういうかかわりにな

るのかということが、成果が上がってきたら評価の対象になるであろう。その

ことも十分踏まえ、この重点的な調査観測を行うべき。 

 

佃委員：影響範囲が広いということで、この断層を重点的な観測対象に選ぶという

ことに異論はない。やはりどのような震源断層像を持つのかということで、断

層や地下の形状というのは非常に重要である。それと、金剛断層と近接する和

泉山脈南縁の断層がどのように地下でつながっているのか、あるいは、つなが
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ってないのかというようなこともちゃんとわかるようになれば、非常に大きな

成果になる。また、断層変位についても、道路などのライフライン系を考える

人達に情報がうまく伝われば、非常に役立つものになる。 

 

佐竹委員：最新活動時期は結構狭く求められているが、平均変位速度の幅が広いた

めに確率の幅が広がっている。これをきちんと評価すると、より精度の高い長

期予測になると思う。 

 

金田委員：これは何か新たな調査を加えるという位置づけになるのか。既存のデー

タについてもう一回処理をして解析をしたり、新たに測線を加えるようなイメ

ージか。 

 

矢来企画官：具体的な調査内容については公募で行うので、その応募者が提案して

くる形になる。ただ、これまでの重点調査の例を考えてみると、地下の構造探

査は行ってはおり、新たにそういった調査を行うということは十分考えられ

る。 

 

平原部会長：南海トラフ地震の発生前に内陸の活断層で地震が発生しているという

話もあり、逆断層はほとんど前に起きている。これがこの断層というわけでは

ないが、そういうこともあるので、きちんと調査していただきたい。 

 

（２）「新たな活断層調査について」の一部改訂について 

資料 計 58-（3）-1、2、3 に基づき事務局より説明。主な意見は以下の通り。 

 

今泉委員：島原半島の橘湾の正断層群は、今後の調査や研究の進展で評価の内容が

大幅に変わるのではないかと予想はしている。これ以上詳しい調査が必要な重

要な断層もあるが、新規で問題になりそうな橘湾とか、そういう新たなところ

も追加したほうがいいのではないか。 

 

矢来企画官：橘湾の断層帯というのはおそらく雲仙断層群の南西部に当たるかと思 

うが、現在、沿岸海域の活断層として選定はされていない。どの項目に該当す

るかというところを精査した上で、追加の検討をさせていただきたい。 

 

長谷川委員：次の議題に直接関わることだが、重点的調査観測と、この地域評価の

関係、あるいは、現在の活断層評価の手法そのものを今後どう考えているのか

伺いたい。資料 58-(4)-3 の中に、「地震動予測地図を見直す観点から言えば、

これまで発生した被害地震が地震本部として評価してこなかった活断層で起こ

っていることから、活断層調査を重点化するというよりは、浅く広く行うこと

も重要ではないか」とあるが、これは非常に重要なことだと思う。地域評価の

資料の「今後に向けて」で、「伏在活断層や活動が低頻度の活断層を見落とし

ている可能性がある」とあり、そういうものにある意味で答えられるようなも
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のが地域評価であるのかなと私はずっと思っていたが、今日の見直しの中には

具体的にそういうものが入ってないような気がして、これだけで大丈夫かなと

感じた。当面、今日の改訂についてはこれで結構だと思うが、この先のことを

考えて、そういう検討を調査委員会側でされているのかどうか知りたい。 

 

平原部会長：資料 58-(4)-3 の意見は纐纈委員から出たと思うが。 

 

纐纈委員：長谷川委員とほぼ同じ意見である。急に方向転換は難しいと思うが、や

はり何か役立つ方向に、3.11 を踏まえて進めるという形がないと、結局、地震

本部は、何をやっているのかということになると思う。 

 

矢来企画官：今回の地域評価では、これまでの基準、主要活断層帯の基準では十分

でなく、それ以外にも広げないといけないということで、基準を下げ、小さい

地震も対象にした。そういう意味では広く今後の方向としてやっていく。    

今後の方針について調査委員会のほうで議論されているかというところについ

ては、検討自体十分ではないのかもしれない。 

 

久田委員：専門ではないので少しわからないのだが、観測計画はどのぐらいの期間

を考えているのかということと、この細かい断層について、なぜここをやるの

かがわからない。少なくとも調査するにはあるモデルがあって、例えば、今回

の東日本大震災の影響で、応力場がこう変わったので、ここを重点に調査する

というのであればわかるのだが、この内容では、部外者が聞いたら理解するこ

とはできないと思う。広く浅くやると聞くと、部外者から見れば、下手な鉄砲

を当てずっぽうに撃っているように見えてしまう。千葉沖であるとか、アウタ

ーライズのところだとか、空白地域ということであればまだわかるが、そうい

うものがないと、専門でない人間に「どうですか」と聞かれても答えようがな

いので、そういう何か戦略とあわせて出していただきたい。 

 

平原部会長：広く浅くという部分は、同じ手法ではなく、例えば高精度の地形デー

タなど簡便な手法そういったものを使ってやるものである。おっしゃっていた

ような応力場のようなもので絞り込めればほんとうは良いのだが、よくわかっ

ていないという部分もある。 

 

久田委員：モデルをつくるためにどういう観測が必要なのかとか、そういうのもあ

わせて必要になると思う。個々にはちゃんと理由があると思うが、全体きちん

と説明できることをあわせてこれから考えていかなければならない。 

 

平原部会長：今まで重点観測としてある程度理由をつけて絞ったはずだったが、そ

れがことごとく外れてしまったというのが一つ問題点としてある。それではま

ずいので、同じお金をかけるわけにはいかないが、広く浅く、見逃しをしない

ように再検討をし、なおかつ、モデルなどいろんなものを考え、その上で重点
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的にやらなければならない場所を調査していくということで、こういう広く浅

くということも両方必要ではないかということだと思う。 

 

高橋委員：例えば九州の場合だと基本的に地形と地質調査及び地震活動からその発

生確率を求めるという手法をとられていたと思うが、例えばカナダのほうだと

GPS のひずみ速度をきちんと入れて、それをモデル化して、ある地域ごとのひ

ずみ速度から地震発生確率を出すというようなことをやっている。活断層の調

査の方法に関しても、もう一度、その基礎的な部分からどういうふうな手法が

あり得るのかというのを見直し、手法の開発を基礎的な部分からやる必要があ

ると思う。 

 

佃委員：広く浅く違う網をかけて拾っていくという努力はやはり必要だと思う。そ

ういう意味で、精力的に重力調査をやり、広域に地下構造を見たり、あるいは、

精度のいい変動地形調査をやって、見落としているものが規模の小さいものに

ついてあるのではないかという努力をする必要はあると思う。問題は研究を進

める立場からすると、そういったものは一生懸命やっても出てこないかもしれ

ないとか、研究者のインセンティブからすると、国際誌に論文を書けるものに

なるかどうかとか、大学関係者にそういった調査を積極的にやってもらうとい

うところでやや心配するところがあるので、それは地震調査委員会にかかわっ

ている方に、現状での調査の能力、手法の問題などを含めて、それが今後、社

会に出していけるのかというところはもう一度詰めていただきたいと思う。そ

の上で、本当にここで必要であれば、この調査観測計画部会で、それをエンカ

レッジする手法は何なのかというのを決めればいいと思う。 

 

長谷川委員：研究者側から見ると、研究のネタとしてはやや苦しいということであ

るが、総合部会とかで、常々、地震の研究者以外の方からも言われている通り、

国の地震本部としてやる以上は、そういうことではいけない。だから、もしそ

ういうことがあるのだとすれば、事務局のほうでも、何かそこを救えるような

手だて、仕組みを考えていただければと思う。もう一つは、こういう議論が調

査観測計画部会であったということを調査委員会側にフィードバックしていた

だきたい。 

 

今給黎委員：そもそもこの地震本部が行っている地震調査研究は防災につなげると

いうことが主目的であって、先ほどの中央構造線の活断層の再調査に関しても、

要するに罹災する人が非常に多い、そういうリスクが高いからここを最初に選

ぶということで、研究的におもしろいからここを選んだわけでは絶対ない。よ

って、地震本部側の考え方としてはそれで間違いないと思う。広く浅くという

のはどういう意味かというと、危険なところなのに今まで見過ごされていたと

ころがあってはいけないということである。その危険なところというのは、被

害が起きたときに社会に対して影響があるようなところを見過ごされてはいけ

ないというような視点で物事を選ぶというのが一つあり、あと、もう一つは、
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そもそもその地震発生の可能性が高い、例えばかつて重点観測計画の対象とな

った宮城沖のように、発生の確率が高いということである。事実、宮城沖重点

にやっていたことで、東北地方太平洋沖地震の際の様々な現象も網に引っかか

ったわけであり、それから、ひずみ集中帯も中越とか中越沖での地震があり、

評価した断層そのものではなかったが、そのあたりで起きたという意味では間

違ったわけではないと思う。そういう意味で地震本部がどこをやるのかといっ

たときに、その主要活断層というところで絞るのではなくて、もっと広いとこ

ろから選んでやりましょうという方針を出したということは悪くないと思うし、

実際そういうような考え方で事務局も選んでいる。部会や下の分科会でもそう

いうような議論をしていると考えている。 

 

佃委員：「新たな活断層調査について」という改訂案で、「地震規模の予測手法の

高度化」だけでとどまっていて、「断層変位の影響範囲を精度良く推定する」

という部分にかかる内容がちょっと欠けているように思うが、これについてど

うか。地震が発生したときに、その地震の揺れとともに、断層のずれの予測を

するというのが、今現在、重点的調査観測も進められているので、1 回の地震

でどの範囲がどの程度ずれるかという情報はかなり重要な情報であり、揺れの

予測とあわせて、セットで評価されるべき。特に扱われている都市部だとか、

重要だと思うので、何か入れたらどうか。 

 

矢来企画官：「今後の重点的調査観測について」の中で、地表の変位の情報もきち

んと把握するということが書かれている。 

 

佃委員：今後の重点的調査観測というところでは書いてあるが、やはり断層のずれ

る範囲というのを特定して、規模を特定するという方向にいっているような気

がする。実際に出せる情報としては、どこからどこまでがずれるというのとあ

わせて、どこからどこまでどの程度ずれて、それが社会インフラにどんな影響

を与えるかというのも、重要な情報だと思うので、ここである規模というのが

その地震の大きさというところに意味があると思う。 

 

平田委員：実際に過去に地表の変位がどうだったかということを調べること自体か

なり難しいが、それが仮にわかったとしても、いわゆる地表での変位、揺れで

はなく変位がどうなるかということを評価することは実際として非常に難しい。

過去にしか動いてない活断層の調査をして、それまで含めるということは現時

点ではかなり難しいから、歯切れが悪くなっていると理解している。よって、

それが重要であるから入れたほうがいいということを決めることは反対ではな

いが、それは相当覚悟の要る話である。それを意識した上で、入れるというの

はいいと思うが、何となく必要だからといってどんどん入れていくのは危険だ

と思う。 

 

今泉委員：たしかに難しい。これまではある断層に対して、どこではどのぐらいず
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れている、どこではどのぐらいずれていた、これはトータルのずれの量とか、

あるいは、ずれの速度とか、速度の分布みたいなことを幾つかわかっている材

料はあるので、可能な限り、それはもう今の評価の中でも取り込まれていると

思う。今後、そういう情報を集めていくということは重要なことだが、それに

向かって全部データを整理しなさいというのは、10 年たっても 20 年たっても

評価が出てこないと思う。 

 

佃委員：結局、精度の悪い情報だからなかなか責任持てないから出さないというの

か、あるいは、精度が悪いけれどもここまではわかるから出しましょうという

形にするのかが重要だと思う。だから、当然、確率予測でもある幅を持って出

しているし、この場所だと過去の変動地形的な情報から、平均的に動くとする

とこの程度とか、いろんな言い方の出し方の工夫はできると思っている。それ

を出すか出さないかというのは重要な判断である。それは社会が必要としてな

ければ、出さなくてもいいが、必要な人がいると思う。そういった情報を地震

本部として世の中に出していくかどうかというところは、今すぐとは言うつも

りはないが、しっかり議論をしておくというのは重要だと思う。 

 

久田委員：その情報はすごく重要で、都市部で堆積層が厚いところは多分変位も見

えないかもしれないが、枝分かれしたり、特に傾斜したりするというと、建築

的にはすごく影響が大きい。活断層の地図だと一本の線で表示しており、あた

かもこれから外れると全然影響がないと錯覚されてしまう人も多いのだが、実

は影響の範囲で地面がかなり変状することがあり、ある程度の情報を出してい

かないと、対策の取りようがなくなってしまう。どこまで正確に出すのは難し

いかもしれないが、ある程度そういう情報とセットで出していただきたいとい

うのは、今後の方向性として考えていただきたい。 

 

（３）調査観測計画の見直しについて 

資料 計 58-（4）-1、2、3 に基づき事務局より説明。主な意見は以下の通り。 

 

平田委員：地震本部ができたときに、国の基盤観測としてどういうものをやるべき

か、全国的ないろんなコミュニティの議論をして、10 年以上進んできたわけだ

が、その中で、特に地震と地殻変動の、Hi-net と GEONET については極めて高

い評価を受けている。財政が厳しいが、私としては Hi-net、陸上の観測網が間

引かれるというようなことはなく、島嶼部ができてないということと海域も含

めてやるという点については、この中できっちり議論をして、引き続きやって

いくべきと思っている。 

 

今給黎委員：過去の議論の際は調査観測計画部会の下に重点的観測計画検討会とい

うのを置いたが、今回はそういうことはしないで、ここで全部やるということ

か。 
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迫田補佐：きちんと議論するとすれば、たくさん検討会などを置かなければいけな

い。しかし、そうなると時間がかかって、2 年後とか 3 年後とかになる。論点

を絞って、既存の問題点があんまりないようなところは、過去の観測計画があ

るので、そこを踏襲して書くようにしたい。本当に改善したいところについて

は集中的に審議をしたいと考えているが、ワーキングをどうしても置くべきと

いうような意見があれば、事務局として検討する。 

 

今給黎委員：過去に決めた際のメンバーと重複されている方もいらっしゃるし、2

カ月置きにやるということ自体もかなり大変なことであるので、そういう考え

で構わないと思う。  

 

金田委員：基盤観測に入れるか入れないかという議論の中でどういう要素が議論と

して必要になってくるのか。重要だから入れましょうという議論なのか、その

運用体制も含めた全体としてどう考えるかというところにもかかわると思うが、

その辺の事務局側の考えというのを教えていただきたい。 

 

迫田補佐：「地震に関する基盤的調査観測計画」において少なくとも数十年程度に

わたり安定して行うものとするとありしっかりとした観測基盤、組織がないと

できないと思うので、ここについて議論をしっかりとし尽くさないといけない

と思っている。それをクリアすれば、基盤として入れるという形になると思

う。 

 

平田委員：平成 9 年の当初、ハード的な観測網の整備ということと同時に、データ

流通検討委員会があって、そこが非常に重要な働きをした。それは主要には微

小地震のデータの流通ということがあったが、ハードが整備されていくと同時

に膨大な量のデータが発生し、これを公開することが重要であると書いてある

が、簡単なことではない。例えば地震の波形のデータを使えるような形にする

処理も相当工夫をしないとできないので、セットで議論をして、データの種類

や方法が複雑になってきた段階で、新しいものに見合ったものをどうするかと

いうのは考えたほうがいい。 

 

今泉委員：長期評価の中に手法検討委員会というのがあり、多分 5 年ぐらいやって

いて、現状は暫定版、つまり審議未了というか途中の段階である。本当はまだ

議論していかなくていけない内容だと思う。九州の評価をやったときは、手法

検討委員会の内容にのっとってやろうという努力はしたが、これが理想の評価

なのかどうかと絶えず考えながら進めていった。内陸断層の評価に関しては、

この手法検討委員会で議論して、今後どういうふうに内陸活断層を進めたらい

いのかということを早い時期にやっていかないと、今後、既存の評価にのっと

ったようなことだけで終わってしまうおそれもある。地域全体をひっくるめて、

短い断層とかそういうものを取り込めばいいというような方向では、いろいろ

課題を残す気がする。次にどういう断層、どこの場所でどういうことを戦略的
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に計画立てていけばいいというように持っていくのが筋だと思うが、手法の検

討の方が暫定版の中で動いているというのが引っかかっている。 

 

長谷川委員：最初の調査観測計画の議論のときは、何のために行うか、最初に目標

を決めた。1 番目が長期予測、2 番目が現状評価、3 番目が強震動と津波の予測、

4 番目が地震情報の早期伝達であった。最初に目標を設定し、そのために必要

なものをきちんと挙げていく形で行った。その後、具体的に予算等の状況もあ

るから、それも同時に考えながら、実施が可能なのかどうかという面も含めな

がら検討していった。勿論、最初は予算とは離れて、必要なものは何なのかと

いう観点で議論したが。今回も同じように、被害軽減のために目標を設定し、

それに向かって何が必要なのかという観点で、検討していってもらいたい。 

 

長谷川委員：4 つの目標についてはずっと変えてこなかった。地震調査委員会がそ

の目標のうちの幾つかを担っているが、地震調査委員会をサポートする手段と

してこういうものが必要ということで報告書をつくって、具体的に予算化して

きたという経緯があると思う。今回は地震調査委員会側からも有力なメンバー

が入っていただいているので、大丈夫だと思うが、調査観測計画部会のつくっ

たものが、調査委員会の長期評価部会や強震動評価部会とかで使われないと当

初の目標達成に向かって有効に進められないと思うので、事務局もうまくその

間を取り持っていただきたい。 

 

久田委員：やはり人口稠密なところの強震観測がやや手薄で、被害想定などを行う

と、どうして少し精度が粗い結果が出てくる。例えば、今回も湾岸地域と山の

手では明らかに長周期も含めて揺れが違うというのが出てくるので、工学の立

場としたら、特に人口稠密なところはまだ密度が粗い。あと、やはりその情報

を速やかに出すという、リアルタイムに情報を得、それで対策をとるというの

もすごく重要だというのは改めて強調しておきたい。 

 

平原部会長：スマトラの例をみると、今後 10 年ぐらい日本列島は活発な地震活動

を起こすと思うが、この観測計画をつくる前に考えたこととはかなり違った日

本列島になっている可能性がある。そういった観点も含めて、もう少し冷静に

なって、今後5年、10年、30年といったスパンで、日本列島をどう観測してい

くかというような観点で、調査観測計画というのを見直す視点が要ると思う。

少なくともレスポンスはかなり変わってくる。そういうときに日本列島全域に

わたる基盤観測網というのはやはり重要である。それに加えて海域をこれから

どうするかという話。こういった観点で、この 1 年、観測計画を立てていきた

い。 

 

今給黎委員：次の報告書にかかる基盤的観測網について考えたときに、実現可能性

と、必要だと思っているものについて予算の関係もあり多少ギャップが生じる

ということは容易に想像できる。平成9年もしくは13年のときに書かれた基盤
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観測網を 10 年かけてやるという志は、そのときに必ずこの予算がついてでき

るかどうかということについての確信を持って書いていたわけではないと思う。

平成 9 年の段階では国土地理院の持っていた GPS の観測網は 100 点から 200 点

で、通常の予算では、それが 1,000 点になるということは到底予想できなかっ

た。だが、補正予算等がついて、最終的に1,200点になったのは21世紀になっ

てからである。そういう意味でも、これは予算がつかないので実現しないかも

しれないといって、この基盤観測がどうあるべきかを書かないことはやめてい

ただきたい。絵に描いた餅になるかもしれないが、やるべきものはどういうも

のであるかということを真剣に議論した報告書をつくるという態度で臨んでい

ただきたい。 

 

平田委員：Hi-net にしても GEONET にしても、これは世界がきわめて評価している。

もう既に Hi-net や GEONET は世界中の人が使っており、日本の基盤的調査観測

の結果が、国際貢献を非常にしているものなので、その点も念頭に議論してい

ただきたい。 


